
ロボット分野

現状・背景 研究（実用化）開発のポイント・先進性

浜通り地域への
経済波及効果（見込み） これまでに得られた成果 開発者からの浜通り復興に

向けたメッセージ

研究（実用化）開発の目標

　当プロジェクトの開発成果により、浜通り地域
の果樹栽培を効率化し、福島県の震災・原発事故
からの復興にともなう、営農再開や高齢化・過疎
化の加速といった地域課題の解消の一助となるこ
とを目指します。
　さらに、その成果を浜通り地域発の「農業ロボッ
ト技術・農業データプラットフォーム」として、
地元企業とともに、全国への展開を目指します。

銀座農園株式会社
代表取締役
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自律型クローラー
（コンテナ積載時イメージ）

マニピュレータ試作機
（ハンド部分イメージ）

株式会社ユニリタ
代表取締役
北野裕行

　クローラー及び同自律制御システム：
傾斜や凹凸の多い圃場を自律走行する車
両ロボットにより剪定や収穫作業の支援
を実現します。
　マニピュレータ試作品：精密な動きが
可能なハンド型ロボットにより摘果・収
穫作業の機械化を実現します。
　果樹農業データプラットフォーム：リ
モートセンシングによる営農データの蓄
積と AI 分析によりデータ主導型営農を
実現します。

　福島県の主要産地における「日本な
し」の作付面積は縮小傾向が続いていま
すが、当事業で開発する機器を活用すれ
ば、一所帯の栽培面積を 2 倍とすること
が可能となり、作付面積縮小に歯止めを
かけることが可能となることから、「日
本なし」分野で約 20 ～ 25 億円の市場
を再生することができます。
　また、日本なし以外の果樹（もも、りんご、
かき、ぶどうなど）に対して実用化開発
の成果を適用することで、さらなる果樹
分野の産業創出が可能となります。

平成 33 年度
　浜通り地域の専門農協を通じて
　 浜通りの梨農家（約140 戸）の 20％、28 戸へ

の導入
平成 34 年度
　県内の５つの専門農協を通じて
　 県内の梨農家（約1,160 戸）の10％、116 戸へ

の導入
平成 35 ～ 37 年度
　県内の５つの専門農協を通じて
　 県内の主要５品目の果樹農家（約 6,200 戸）

の 5％、310 戸への導入

　自律型クローラーは、リモートセンシングによるきめ細かな自律制
御を可能とするところが、今までにない試みです。また、マニピュレー
タ系ロボットについては、さまざまな大学や民間企業が取り組んでい
ますが、実用化されたケースはほとんどありません。本プロジェクト
では、福島県の主要果樹の１つである「日本なし」に特化した農業ロボッ
トの開発を行い、実用化を目指します。

　プロジェクト対象としている浜通り地域は、
「日本なし」の産地だが、福島県下の梨農家は、
原発事故後の風評被害による経営環境悪化や傾
斜地栽培等による過酷な労働環境という課題を
抱えています。我々は「日本なし」に特化した
農業ロボットの実用化開発及び果樹栽培に関す
るデータベース構築を行うことで、前述の地域
課題の解消の一助となることを目指します。

果樹のリモートセンシングによる自律型農業ロボットの
実用化開発

実施期間：2018年度～ 2020 年度　実用化計画開発実施場所：南相馬市

　AI による果樹農業データプラットフォームを構築し、リモートセンシングによる車両系農業ロボット（ドロー
ン及びクローラー）及びマニピュレータ系農業ロボットの実用化開発を行います。これにより、少人数でも大規
模経営が実現できる果樹農業用ロボットソリューションを開発し、福島県の震災・原発事故からの復興にともなう、
営農再開や高齢化・過疎化の加速といった地域課題の解消の一助となることを目指します。

銀座農園㍿   、㍿   ユニリタ
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　震災後、復興関連の技術開発として、歩行、自
動車によるモニタリングシステムの開発や、除染
業務を支援するシステム開発を行ってきました。
　今後、数十年かかると言われている廃炉や未だ
帰還することが難しい地域の環境回復に活用でき
るシステムや技術の開発に努めていきたいと考え
ております。

株式会社大和田測量設計
情報処理一課長

塚野大介 

① 東京大学において二次元データを補完
するアルゴリズム、数式を開発し、既
存 UAV 測定装置により取得した実測
値を用いて有用性の実証テストを実施
しました。

② ①のアルゴリズム、数式を実装する
ために、放射線モニタリング用 UAV、
及び搭載可能な放射線測定装置の要件
を明確化し、仕様書を策定しました。

③  UAV 及び搭載するレーザースキャナ
を購入し、UAV の飛行経路に存在す
る障害物の検出精度検証を実施しま
した。

　近年、UAV が著しく普及し、自動飛
行の仕組みも整備されつつありますが、
障害物を回避しながら安定的に飛行する
仕組みは十分とは言えません。本事業は、
放射線モニタリングを効率化する目的の
ものですが、自動飛行経路生成の仕組み
は、業種を問わず日常的な点検業務等で
の活用が考えられ、さらなる UAV の利
用拡大が期待できると考えます。
　また、弊社においては、放射線モニタ
リング業務と付随する点検・運用保守等
のための雇用拡大を見込んでいます。

　本開発の成果は、放射線量が高く、人の立ち
入りが困難な場所における放射線モニタリング
への適用を目標とします。
　また、避難指示が解除された浜通り地域の自治
体において、住民帰還促進のための除染済み地域
の継続的なモニタリングや山林等の未除染地域に
おけるモニタリングに活用可能と考えます。

　近年、UAV による放射線モニタリング技術が開発されていますが、
多くは障害物の無い対地高度数十メートルから計測するものであり、
地表面の特性に合わせて地表 1m での測定値に換算することが難しい
のが現状です。
　本開発では、UAV レーザースキャナで取得した地表面の点群データ
を解析し、障害物を回避した低空飛行を可能とする経路を自動生成す
る開発に取り組みます。さらに、UAV に搭載した放射線測定装置によ
る実測値、測定位置情報、対地高度等のデータを使用し、地表面の環
境特性に適合した地表 1m の放射線量データに換算するアルゴリズム、
数式及びプログラムの研究開発を行います。

　福島第一原子力発電所の事故後、数十年とも
いわれている廃炉、環境回復作業等においては、
放射線モニタリングは必要不可欠であり、作業
者の被ばくリスクを低減する方法で、かつ精度
の高いモニタリングが求められています。本開
発では、UAV レーザー測量の技術を活用する
ことで、新たな放射線モニタリングの実用化を
目指します。

実施期間：2018年度～ 2020 年度　実用化計画開発実施場所：広野町

UAVレーザー計測を活用した自動飛行による
UAV放射線量自動測定システムの開発

株式会社大和田測量設計
　UAV に搭載したレーザースキャナによる地表面情報をもとに、障害物を回避した飛行経路を自動生成し、放射
線測定装置を搭載した UAV を自動飛行させる仕組みを開発します。さらに、UAV に搭載する放射線測定装置と、
その実測値を地表1mにおける放射線量率に換算するアルゴリズムを東京大学と共同で研究・開発することにより、
広域的な放射線モニタリングを効率化する技術開発を目指します。

UAVレーザースキャナで取得した地表面の点群データ
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2018年度版　浜通りの未来を拓く実用化開発プロジェクト　　福島県地域復興実用化開発等促進事業




